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本研究の目的は、 ニュージーラ ンドの就学システムの詳細を検討するこ とにある。 ニュージーラ ンドの教育法では6 歳
での就学が求められているが、 伝統的にほとんどの子どもが5 歳の誕生日付近で個別に小学校へ就学している。 また、
2017年には1989年教育法が改正され、 部分的ではあるが、 集団就学が認められるようになった。 本研究では、 ニュージー
ランド政府が交付した文書や実地調査で得られた情報を基に、 ニユーン、一 ランドが個別就学を採用した背景を歴史的視座
から整理すると共に、 個別就学の仕組みについての詳細、 さらには、 試行が進められている一斉就学の導入に至った経緯 ・ 
内情について検討した。 それによれば、 今日のニュージーラ ンドにおける就学システムの移行過程は、 地域が有する自主
性や自立性を尊重する形で進められており、 具体的には、 教育大臣が示した提案に対しても広く地域の意見を収集し反映
させよう とする姿勢が示唆された。 
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1 . はじめに
子どもたちにとって小学校への就学は、 刺激的で挑戦
的なライ フステージの1 つであると言えるだろう。 国際
的 に も 小 学 校 へ の就学 に つ い て は、 “Successful 
Transition” や “Effective Transition” といったテーマで
移行の観点から調査 ・ 研究が進められており、 学齢期以
降の学びの充実はもとより、 自国経済 ・ 社会の発展にお
いても意義があるこ とが報告されいる (Alexander & 
Entwisle, 1998)。 また、 小学校への就学を効果的に進め
るためには、 早い段階より就学プログラムを作成するこ
と、 保護者 ・ 小学校関係者 ・ 保育関係者 ・ 政府関係者等
が積極的かつ継続的なコミ ュニケーショ ンを図ること、
関係者間で教育資源に対する共通理解を持つことなどが
示されている (Burgon & Barwick, 2013)。 中でも、 関
係者間の良好な連絡系統の構築は、 充実した就学形態を
もたらす要因の1 つと して挙げられている。
翻って日本の幼児教育 ・ 保育分野に目を移せば、 学齢
期以降の学びの基礎を培う段階として 「幼児教育におい
て育みたい資質 ・ 能力」 が三本柱として整理され、小学
校の接続を念頭に 「幼児期の終わりまでに育ってほしい
姿」 が明示された。 また同時期に改訂された小学校学習
指導要領においても幼児期の教育との接続を強く意識し
ていることがうかがえる。 例えば、 小学校学習指導要領
の生活科編では 「幼稚園教育要領等に示す幼児期の終わ
りまでに育ってほしい姿との関連を考慮すること」 が明
記されている。 さらに 「生活科を中心とした合科的 ・ 関
連的な指導や、 弾力的な時間割の設定を行うなどの工夫
をすること」 が明記され、 これを受ける形で解説編には
幼児期の教育との連携や接続を意識しながら 「スタート
カリキュラム」 を作成することの必要性が示されている。
他方、 就学年齢の引き下げという点からも議論が進め
られている。 日本では政策決定までには至っていないも
のの、 平成15年には中央教育審議会が 「今後の初等中等
教育改革の推進方策について」 という検討課題で就学年
齢の引き下げを検討している。 また平成26年には 「小一 
プロブレム」 などの課題を背景に、 政府の有識者会議で
ある 「教育再生実行会議」 が 「今後の学制等の在り方に
ついて」(第五次提言) という提言書で、3 ~ 5 歳児の
幼児教育を段階的に無償化した上で、 義務教育開始を5 
歳児から開始することについて検討するよう求めている。 
小学校への就学年齢 ' ) について国連教育科学文化機関
(UNESCO) 統計研究所が2016年に178 カ国を対象に実施
した調査 (THE WORLD BANK, 2018) によれば、 5 
歳児就学の国が22か国、 6 歳児就学の国が122か国、 7 
歳児就学の国が34か国となり平均は6.06歳で、 満6 歳以
降の年度始めに就学が求められる日本は平均的な就学年
齢となっている。
就学形態についても各国で異なりが見られる。 日本を
はじめ大多数の国で採用されている形態が、 小学校側の
学年暦に合わせて、 年一 回あるいは年二回の機会を設け
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ながら一斉 (集団) に就学 (cohort entry) する方式で
ある。 一方、 一斉就学とは対照的に個別就学(continu- 
ous entry) の形態が採られている国の1 つにニュージー
ランドが挙げられる。 ニュージーランドの教育法では義
務教育開始年は 6 歳と定められているが、 伝統的に5 歳
の誕生日を機に小学校へ就学する子どもがほとんどであ
る。 これまでにもニュージーランドの特徴的な就学形態
については書籍などで紹介されているものの2)、 ほとん
どが概要的な内容にとどまっており、 詳細について検討
した論稿は見受けられない。 ニュージーランドでは幼児
教育部門の創始以来、 他国に類を見ない特徴的な就学形
態を採用し続けてきたが、2017年の教育法の改正に伴い、
大きな転換を迎えよう としている。 それは一斉就学の導
入であり、2018年度より本格的に試行が進められている。 
伝統的な個別就学から一斉就学へ舵を切ったニュージー
ランド政府の意図はどこにあるのか。 この点に対する検
討は、 個別就学の課題や限界性を明らかにすると共に、
日本でも議論が重ねられてきた 「就学形態の弾力化」 と
いう点についても示唆を得られるものと考える。
以上を踏まえ、 本稿ではニュージーランドが個別就学
を採用した背景を歴史的視座から整理すると共に、 個別
就学の仕組みについての詳細、 さらには、 試行が進めら
れている一斉就学の導入に至った経緯 ・ 内情について検
討することを目的とする。 
11. 方法
本研究ではニュージーランド政府が交付した文書や資
料、 制定した法律といった一次史料を基本情報として用
いる。 さらに、 基本情報の補完を目的に、 ニュージーラ
ンドで聞き取り調査を行った。 聞き取り調査は、教育省
関係者、小学校関係者、 保育関係者、 幼児教育を専門と
する大学教員を対象に行った。 実地調査については、
2012年よりニュージーランドの4都市 (クライストチヤー 
チ市 ・ パーマスト ンノ ース市 ・ ダニーデン市 ・ タウポ市) 
を訪問し、 それぞれ約1 週間の滞在期間を設け調査を進
めた。 
111. 5 歳児就学の歴史的背景
ニュージーランドは、1840年に先住民族であるマオリ
族と入植者としてのヨーロ ッパ系民族との間でワイ タン
ギ条約が締結されて以降、 英国型システムの影響を受け
ながら中央集権化が進められてきた。 教育政策の整備も
その一環として挙げられ、 中でも1877年に出された教育
法 (以下、1877年教育法) の施行に伴い初等教育部門が
義務教育化されたことは、5 歳児就学において大きな一 
歩となった3)。 
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1 . 5 歳児就学の背景
1840年以降のニュージーランドの教育は5 歳から15歳
までの子どもを対象に実施され、 富裕層の子どもは教育
費が伴う私立学校へ通う一方、 貧民層の子どもは教会学
校や日曜学校に通うことで教育機会を得ていた。 注目す
べきは、 ニュージーラ ン ドでは教育システムの萌芽期よ
り5 歳児就学が採用されていたことであり、 背景には、
英国文化流入に伴う慈善学校運動が関係していた。 ただ、
教育法の整備が進んでいない当時のニュージーランドで
は、 就学に関する法的義務は課せられておらず、 子ども
の就学は保護者の判断に依るところが非常に強かった。 
つまり、 教育の機会均等にはほどとおい状況にあったと
言える。
1870年代に入ると、 普通教育を受けずに社会に出され
た子どもたちが抱える課題に社会の注目が集まるように
なり、 ニュージーラ ンド政府も看過できない状況となっ
た。 そこでニュージーランド政府が打開策と して示した
のが教育法の策定である。 ただ、 当時のニュージーラン
ドは、 地方政府と中央政府との関係が十分整備されてい
なかったことに加え、 宗教観の異なりによる方向性の違
いから、1871年と1873年に教育法の素案が出されるも取
り下げざるを得なかった。 
2 . 1877年教育法の制定
1876年に地方政府が解消されたのを機に、 教育法の策
定が再び注目を集めた。 1877年には法務大臣のチヤー ル
ズ ・ ボーエ ン(Charles Bowen) を中心に、 教育の無償
化、 教育の義務教育化、 教育の無宗教化の3 つの理念を
掲げ1877年教育法 (Education Act 1877) が交付された。 
内容と して、 ニュージーラ ンドのすべての子どもたちに
あまねく教育が拡がること、 統制は一極に集約化される
べきでなく、 地方の教育委員会などに裁量を委ねること
などの記載が見受けられる。 特筆すべきは、1877年以前
の教育システムにおいて各地で強い影響力を持っていた
教会学校に公的資金を投入し続けることは、 ニュージー
ランドの教育政策の進展を妨げるものになりかねないと
懸念が示されていた点であり、 慈善学校にとっては難し
い選択を迫られる法律となった。
就学対象者についても、1877年教育法では7 歳から13 
歳までと制限が加えられている。 対象から外れた5 歳か
ら6 歳、14歳から15歳の子どもに対しては、 就学権利が
与えられ、 義務教育対象者とはならないものの、 人種に
関係なく無償で学校に在籍することが認めらた。 つまり、
1877年教育法では、 7歳での就学が義務付けられ、5 ・ 
6 歳児 4) に関しては就学の選択権が与えられることと
なった。
1877年教育法の施行に伴い、小学校には5 ・ 6 歳児を
対象にした幼児クラス( Infant Class) が設置され、 在
ニュージーラ ンドの就学システムに関する研究
籍者数は年々増加していく。 また、 7 歳児就学もしばら
く続けられたが、1964年に1877年教育法の大幅な見直し
が図られ、 同年に公布された1964年教育法 (Education 
Act 1964) の施行に伴い、 国際的な動向に合わせる形で
義務教育年齢が 6 歳に引き下げられることとなる。
以上のよう な過程を背景にニュージーラ ンドでは、5 
歳児には就学の選択権が与えられ、6 歳児には義務教育
の開始が課せられるといった就学システムが確立された。 
IV. 就学の流れ
1 . 基本スケジュール
1 ) 関係者間の情報共有
一般的なニュージーランドの小学校就学に向けた動き
は、 就学予定日の12か月前、 つまり、 子どもが4 歳の誕
生日を迎える付近から開始する。 具体的な流れは、 表1 
の 「就学までの流れ」 に示した通りであり、 就学の過程
で最も重視されるのは、 家族間での話し合いに加え、 保
育施設職員を交えた小学校側との綿密な打ち合わせを継
続的に複数回実施することである。
話し合いでは、 子どもの文化背景や生育歴に加え、 保
護者が抱く不安や疑問についても関係者間で共有される。 
関係者としては、 保護者、 地域の支援者、小学校の就学
支援チーム、 保育関係者、 専門教員などが挙げられ、 教
育省から派遺される特別な専門家が携わる場合には必ず
就学3か月前までに家族に承認を受けることが求められ
ている。 また、 情報共有の資料と しては、 保育施設で作
成されたポート フォリオや子どもの評価資料、 作成され
た就学スケジュールなどが用いられている。 
2 ) 就学先の決定
就学予定日の 6 か月前には、 保育関係者から地域の教
育委員会へ就学予定者の名前、 希望する小学校、 就学予
定日が報告され、3 か月前を目途に就学に向けた正式な
認可が下りることとなる。
就学先について、 ニュージーラ ンドでは学区制が採ら
れており、1989年教育法 (Education Act 1989) で就学
要綱 (enrolment scheme) が定められている。 就学要綱
とは、 特定の学校に就学者が集まることがないよう調整
を図ることを意味し、 地域資源と しての小学校を有効に
活用するという教育省の意図がある。 学区は教育省が提
供するウェブサイ トから確認することができる。 また、
1989年教育法では、 基本的に自宅から徒歩3 キロメート
ル圏外の就学は認められていないが、 状況に応じて学区
外の小学校への就学が認められる場合がある。 学区外の
就学条件も1989年教育法内で優先順位が定められており、
優先度の高い順から、 特定の学校が実施する特別プログ
表 1 就学までの流れ
18か月前 1 2か月前 6か月前 4か月前 3か月前 6週間前 就学 
就学までの流れ 
家族間で就学ス
ケジュールにつ 
いて話し合い、心 
配ごとなどを共 
有する 
就学する小学校 
を決定 
保護者、家族、 
保育施設、小学 
校 ( 必要な場合、 
保健医療提供者 
や学習・ 行動障 
書支援リソース
教員などを交え 
る) 間での最初の 
話し合いの日取 
りを決定 
就学に向けた申 
請 許 可 ( ス ケ
ジュール) の有無 
について保育施 
設の職員が地域 
の教育委員会に 
確認 
体験訪問開始 就学後評価の実 施 
評価結果の報告 
会の開催 ( 就学 
後6週間以内) 
保育施設の職員 
が地域の教育委 
員会の担当者に、 
子どもの名前、 
選択した小学校、 
就学日を申請 
就学支援につい 
ての確認 
・ 視覚支援 
・ 教育資源 
・ カリキュラム調整 
・ 行動方略 
小学校側から受 
けられる支援に 
ついて話し合う 
評価方法 (報告方 
法 ) は地域での取 
り決めに従う 
スケジュール調 
整が必要な場合 翻 '話し合 
調整が必要と 
なった場合、就 
学先の学校に確 
認を取る 
就学スケジュールの調整内容について話し合いを進める 
特別な支援を必 
要とする場合 
・ 継続的資源要綱 
の対象者 
・ 高度保健= ーズ 
基金の対象者 
申請書作成に必 
要な関連書類の 
依頼 
申請書の提出 
鍵象児とし 小学校職員の役 割の明確化 
家族と学校間で 
決定事項の共有 
・ 話し合いの開催 
要 支援計画の 
集 康面での支援 
力必要な場合 
・ 2か月の間に医 
療機関から関連 
書類を収集 
健康支援や医療支 
援が必要な場合 
・ 必要な支援計画 
の作成を開始 
学校アドバイ
ザーの訪問日時 
の決定 
移行支援計画の 
見直し 手続きのため関 
連資料を教育省 
に返却 
補助申請書類の 
作成 
関係者間で評価 
尺度の作成 
教育・ 学習支援 
技術 (資源)が 
必要な場合 
教育・学習支援 
技術 ( 資源) につ 
いて話し合いを 
行い、試行する 
必要な教育・ 学 
習支援技術 ( 資 
源) の決定 
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ラム (特別支援プログラム) への参加が認められる場合、
兄弟姉妹が現在就学している場合、兄弟姉妹が以前就学
していた場合、 その学校に保護者が就学していた場合、
学校理事の子どもである場合、 その他の場合、 の順となっ
ている。 
3 ) 体験訪問の実施
就学先が決定すると、 約6 週間前より体験訪問 (Pre- 
Visit) が開始する。 訪問回数は学校間で異なっており、
1 回で済ませる学校もあれば、9 回以上の体験機会を設
けている学校もある5)。 また、 体験訪問の回数を形式的
に決めている学校もあれば、 個々に応じて柔軟に対応し
ている学校も見られ方法に異なりがある。 体験訪問の回
数の違いは問題にはならないとのことであった6)。 例え
ば、 規模の小さな学校などは地域とのつながりが強く就
学してく る子どもの情報を熟知していたり、 他にも、 就
学先に兄弟姉妹がすでに就学している場合には回数が少
なく ても必要な情報は収集できるとのことであった。 体
験内容は、 午前中の約2 時間のプログラムに保護者と一 
緒に参加するのが一般的であり、 集団活動、自由活動、
モーニングティ ーなどに参加することで、 小学校の雰囲
気の把握や友達との関係づく りが進められる。 
4 ) 入学試験の実施
小学校へ就学すると、New Entrance Class (以下、
NEC) と呼ばれるクラスに所属する。 NECの担当教員
(New Entrance Teacher) は就学前までに、 保育施設へ
の訪問や体験訪問での子どもの観察、 保育関係者や保護
者との意見交換、 保育施設で作成されたポート フォリオ
やラー ニング ・ スト ーリーなどの保育記録の閲覧を通し
て、 子どもが抱く 興味や関心事、 文化背景、 発達段階
(能力) を把握することが求められる。 また、 就学後に
おいても引き続き子どもの観察や保護者との情報交換を
通して子ども理解を深めていき、 必要な支援や教材が必
要と判断された場合は適宜対応を進めていく。 また就学
後 6 週間が経った頃には関係者が集まり、 子どもの小学
校での生活状況や解決していくべき課題などが改めて話
し合われることとなる。
NECの担当教員は子どもの観察や保護者などとの情
報共有を通して子ども理解を深めていくが、 就学後に実
施される入学試験 (New Entrant Testing) も子どもの能
力を把握するうえで重要な指標として用いられる。 試験
内容は学校間で異なっており、 使用ツールも多岐にわたっ
ている。 中でも1997年にニュージーランド教育省が、 就
学間際の子どもを対象に語学力や数学力を図ることを目
的に作成したSchool Entry Assessment (SEA) や、 近年
では、 英国で子どもの認知能力と非認知能力を図ること
を日的に開発されたPerformance Indicators in Primary 
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Schools (PIPS) が多く の小学校で用いられている。 他
にも、2009年にニュージーランド教育省が小学校カリキュ
ラムを基に 「識字力(Reading and Writing)」 と 「数学
力 (Mathematics)」 の観点から学年ごとに作成したナショ
ナル・ スタンダードを参考に独自の試験問題を作成して
いる学校も見られる。 一般的に入学試験は就学5 週後を
目途に開始され、多く の学校では複数回に亘つて同様の
試験を実施することで子どもの成長を縦断的に把握する
形態が採られている。 入学試験の形態及び内容について
は、 外部評価機関である教育機関評価局 (Education 
Review Office) の評価対象の 1 つとなっているため、
基本的に未実施は認められない。 
2 . 特別な支援が必要な場合
就学に際して何らかの配慮や支援が必要となる場合、
就学に向けた動きは前述した基本スケジュールより も約
半年早い18か月前からの開始が推奨されている。 就学先
は、 大きく通常の学校7) か特別学校 (special school) 
に分けられる。 
1 ) 「継続的再審可能資源要綱」 の申請
特別支援の内容についてニュージーランドでは、 教育
省が交付した 「特別教育2000 (Special education 2000)」
によって3 段階に分類されており、 段階に見合った教育
支援と財政措置が採られることとなる。
継続的再審可能資源要綱 (the Ongoing and Revie- 
wable Resourcing Schemes: 0RRS) は、 最上段に入る子
ども (全体の3 %) を対象にした支援策であり、 具体的
には、 行動支援、 高度保健ニーズ基金(School High 
Health Needs Fund : SHNF) の支給、 言語支援が挙げら
れる。 基本的に0RRSは、 個人を対象にした専門家に
よる支援策であり、 ほとんどの場合、 在学期間中一貫し
た支援を受けられる仕組みとなっている。 申請に向けた
動きは、 就学の約6 か月前から開始し、 地域の専門家と
保護者によって作成された申請書を基に教育省職員によっ
て審査が進められる。 審査結果は約3 か月前に通知され、
その後、 本格的な就学プログラムの作成が進められる運
びとなる。 
2 ) ORRs対象者以外への支援
ORRs の対象とはならないものの特別な支援を必要と
する子どもについての話し合いも進められる。 具体的な
支援策と しては、 子ども個々を対象に実施される支援策
と、 学校側の教育資源に対して行う支援策の2 つが挙げ
られる。 前者については、 聴覚支援、 視覚支援、身体的
支援、 教育補助資源の準備が挙げられる。 後者では、 学
習 ・ 行動障害支援リ ソ ース教員 (Resource Teacher 
Learning and Behaviour: RTLB) や学習支援教員
ニュージーラ ンドの就学システムに関する研究
(Learning Support Teachers: LST) の配置に加え、 特別
教育補助金 (Special Education Grant) の用意が挙げら
れる。 
V . 個別就学の仕組み
ニュージーランドの教育法では、 満6 歳での就学が義
務付けられているが、 他国と異なる特殊なシステムと し
て、 家族が求めれば子どもが満5歳に達した日の翌日か
ら個別就学が認められている。 ニュージーランドでは伝
統的に、 ほとんどの子どもが5 歳の誕生日付近での就学
を選択しており、 誕生日を基準に2 つの異なる就学の仕
組みが採られている。 以下では2 つのケースを対象に個
別就学の仕組みを整理していく こととする。 
1 . ケース1
ケース1 に該当するのは、 誕生日が7 月 1 日から12月
31 日までの子どもである。 就学した子どもたちは全員
NEC に所属することとなる。 NECは、Year 0 のクラス
と呼ばれることが多く、 保育施設から小学校への移行ク
ラスとして位置付けられている。 つまり、 本格的に小学
校教育が開始するのはYear18) になってからであり、 ケー
ス 1 の子どもは、 翌年の1 月末までYear 0 に在籍し、
年度はじめ ( 2 月 1 日) にYear 1 へと移行する (図 1 )。 
2 . ケース2
ケース2 に該当するのは、 誕生日が1 月 1 日から6 月
30日までの子どもである。 ニュージーラ ンドの1 月は夏
季休暇に当たるため、 実際のところ1 月生まれの子ども
が就学するのは年度初め ( 2 月 1 日) 以降となる。 ケー
ス 2 の子どもがケース1 の子どもと異なるは、Year 0 で
はなくYear 1 に配属さることであり、 翌年の1 月末ま
で Year 1 に在籍し、 年度はじめと共にYear 2 へと移行
する (図 2 )。 
3 . 飛び級制度
ケース1 とケース2 との比較から分かるよう に、 伝統
的なニュージーラ ンドの個別就学システムでは、 同じ年
に生まれた子どもでも学年が異なる場合がある。 ただ、
能力が担任に認められ、 原則と して3 学期以上在籍 9) 
した子どもには 「飛び級」 が認められており、 これによ
り学力の調整が図られている (図 3 )。 
VI . 集団就学の開始
ニュージーランドの小学校就学は伝統的に5 歳の誕生
日を機に実施されてきたが、2017年の教育法改正に伴い、
2018年度より集団就学が条件付きで認められるようになっ
た。
集団就学と言っても日本のように子どもが満6 歳に達
した日の翌日以後における最初の学年初めから一斉に就
学するという仕組みではない。 例えて言う なら、 先に述
べたニュージーランドの伝統的な個別就学と日本で見ら
れるよう な一斉就学の間を採ったシステムであると言え
ようo
集団就学は学期を基準に実施される。 ニユー ジー ラン
図 1 就学形態
(ケース1 : 誕生日が7 月1 日から12月31 日までの子ども) 
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図 2 就学形態
(ケース2 : 誕生日が1 月1 日から6 月30日までの子ども) 
図 3 飛び級制度
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ニュージーラ ンドの就学システムに関する研究
ドの学期は表2 のように4 学期制を採っており'°)、 5 歳
の誕生日をどの学期内で迎えるかが就学時期に大きく関
わってく る。
例えば、図4 のように、 1 学期中間から2 学期中間の
前日までに5 歳の誕生日を迎える子どもの就学は2 学期
のはじめより可能になる。 中間日に誕生日を迎える子ど
もは、次学期での就学対象となる。 また6 歳からの就学
義務に変更はないため、 例えば、 ある年の1 学期に 5 歳
の誕生日を迎えた子どもは、 それ以降の学期はじめであ
ればいつでも就学が認められるが、 翌年の6 歳の誕生日
就学は義務付けられている。 つまり、6 歳を迎えた子ど
もの就学は集団就学ではなく、 個別就学となる。
教育大臣の発表'') によれば、 集団就学に踏み切った
背景について、 第一に全く同様ではないものの、 他国の
多く で採られる一斉就学の仕組みに足並みをそろえるこ
と、 第二に科学的な知見として仲間性の観点から、同年
齢の子どもが一緒に就学することで相乗効果が起こり滑
?
生
は
?
生
は
?
生
は
通
の期間に5歳の記 
. 日を迎える子ども 
:、1 学期のはじめ 
に就学 
( i ) 学期は tめ 
2 
_ 
3 
4 
l l、5 6 
1学期中期 ) 
_ 
7 
8 
の期間に5歳の記 
. 日を迎える子ども 
:、2学期のはじめ 
に就学 
9 
10 
期末休暇 
0 学期はじめ 
2 
l、O 
・.l,a, 
3 
4 
l-l 5 6 
2学期中期 J 
,i、 7 の期間に5歳の記 . 日を迎える子ども 
.、3学期のはじめ 
に就学 
8 
9 
10 
期末休暇 
( i ) 学期はl:n 
2 0 
・.l,a. 3 
4 
図 4 集団就学システムの形態
Ministury of Education. (2018) Cohortentry. を基に筆者
が作成
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表 2 学期スケジュール(2018年度版)
学期はじめ 中間 学期おわり
1学期
2 学期
3 学期
4 学期
2月 7 日
4 月30日
7 月23日
10月15日
3月20日
6月11日
9月 3日
12月12日
4月13日
7月 6日
9 月28 日
12月20日
らかな就学が可能になると されていること、 第三に小学
校教員の迎え入れの準備として個別就学よりも集団就学
の方が一貫性を持った計画作成が可能になること、 の3 
点が挙げられている。 
1 . 集団就学への移行に際して
集団就学に関する通知は2017年 7 月に教育省より出さ
れ、 個別就学から集団就学へのシステム移行については
地域ごとでの取り決めに従う ことが求められている。 交
渉期間の解禁日は2017年 7 月 3 日とされ、 システム移行
に際して小学校は、 小学校内の職員、 在校生及び就学希
望者の保護者、 そして、 地域内の保育施設から同意を得
ることが求められている。 加えて、 システム移行が決定
した際には最低でも1 学期前には地域内の関係者に
w eb や地方紙での周知と共に、 教育省への報告が義務
付けられている。
以上のよう に、 ニュージーラ ン ドの就学 システムは
2018年度より、伝統的な個別就学と新たな集団就学の2 
つのシステムが併存する形が採られる。 そのため保護者
が、 集団就学を望まなければ、 学区内の個別就学を採用
している小学校へ就学させるか、 或いは、6 歳の誕生日
を機に個別就学の選択が求められることとなる。 
2 . 集団就学の課題
2017年 7 月に集団就学の実施が公式発表されて以降、
数点の課題がすでに表出している。 まず就学時期につい
て。 現行の集団就学システムでは、 約2 か月間ではある
が、 4 歳児の就学も認められるよう になっている。 この
ことに対して、保護者や保育者から不安が示されている。 
例えば、現状の個別就学のシステムでも国際的に見てニュー
ジーランドの就学時期は5 歳と早い傾向にあり、 それよ
りも早い4 歳での就学になることに懸念が示されている。 
なぜなら、 幼児期は遊びを通した学びに主眼が置かれる
べきであり、4 歳児では小学校の生活に対応しきれない
こと、 加えて早期就学のメリ ットに関する科学的根拠が
十分に示されていないなどの理由が挙げられている。 加
えて、 小学校就学を機に実施される入学試験においても
早期就学の子どもにとって不利になると危惧されている
とのことであった'2)。 
飯 野 祐 樹
3 . 新システムの提案
新たな集団就学システムに対しては、 実践者や保護者
を中心に多くの懸念や不安が示されたことは上述した通
りであり、 教育省としても看過できる状態ではなく なっ
たことが早急ともいえる対応からうかがえる。 新たな集
団就学システムは2017年 7 月に公表され、2018年 2 月か
ら本格的に実施されているが、2017年11月には教育大臣
から新たなシステムが提案されている。
教育大臣からの提案は、 就学年齢を満5 歳以降とする
こと。 就学時期については2 つの案が示され、 学期はじ
めの 1 回のみに限る案1 と、 学期はじめと学期中間の2 
回とする案2 の2 つが示された。 既に2018年 2 月には、
2017年 7 月に公表された集団就学システムが開始してい
るため、 現行のシステム(2017年 7 月公表のシステム) 
に加え、 新たに示された案1 と案2 を踏まえた3 システ
ムに対する検討を2018年 1 学期中に進めたいという内容
であった。 具体的には、2018年 2 月から3 月にかけて、
教育省の会報や w eb を通して保育関係者、 小学校関係
者、 保護者に広く情報を発信し、Facebook や Twitter と
いったSNSへの投稿を通して意見を収集するという形
が採られている。 その後、2018年 4 月に教育省内で検討
を進め、 必要な場合は2018年度内の各種法改正を目指し
て、 最終的な判断に至る予定が提示された。 
4 . 補助金との関連から
2018年度実施の (現行の) 集団就学システムに関して
は就学年齢の引き下げという課題が示されたが、 教育大
臣から示された2 つの案に対しても現行の補助金支給制
度との関連から課題が浮上している。
現在、 ニュージーラ ンドの保育分野には主たる2 つの
補助制度が運用されている。 1 つ目は教育省からの補助
であり、3 歳から5歳まで ( 6 歳の誕生日前) の子ども
を対象に週20時間の保育料が無償化されている。 2 つ目
は社会保障を目的に社会開発局省 (M inistry of Social 
Development) からの補助が出されている。 これら2 つ
の補助は小学校就学までを対象にした補助であり、 現行
の集団就学システム以上に保育施設の滞在期間が長く な
ることが想定される新たな2 つの提案は保育分野に対す
る補助金支給の増額を意味している。 例えば、 案1 の場
合は最大で10週間、案2 の場合でも最大5 週間の追加滞
在が求められることとなり、 さらに、 学期末休暇や夏季
休暇なども加えれば、 就学時期はさらに遅れることが推
測される。
教育省が示した概算によれば、 例えば、 ニュージーラ
ンド全国の10% の小学校が集団就学へ移行した場合、 現
行のシステムでは年間約38万 Nz ドル'3) の増額が見込
まれているのに対し、 案1では年間約460万 Nz ドル、 案
2 では年間約190万 Nz ドルの追加予算が必要になると
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算出されており、 現行のシステムと補助額の面で大きな
開きとなっている。 
Ⅶ. おわりに
本稿では転換期を迎えたニュージーラ ンドの就学シス
テムに焦点を当て、5 歳児就学が採用された背景をはじ
め、 今日の個別就学から集団就学へのシステム移行に関
する検討状況について考究してきた。
ニュージーラ ンドで伝統的に採用される誕生日を基準
と した個別就学は、 個別具体的で柔軟な支援を提供でき
るという点で注目されてきた(Neuman 2002)。 一方、
就学当初より保育施設と異なる大きな集団に所属するこ
とで不安を抱く子ども少なく ないという見解も示されて
いる (Peters, 2004)。 ただ、 日本と異なり ニュージーラ
ンドには保育理念に応じた多様な保育施設の形態の設置
が認められており、 ニュージーラ ンドのシステムを一般
化することは困難な作業になるとの意見も聞かれる。 例
えば、 農村部などのよう に出生数が少ない地域では必然
と就学数も少なく なり、 このよう な地域ではより多く の
時間をかけて丁寧な支援が行う ことが可能となる。 さら
に、多様化する家族形態も就学の仕組みをより複雑にし
ているのも事実である。 1840年のワイ タンギ条約の締結
以降ニュージーラ ンドでは、 国家政策と してヨーロ ッパ
系民族とマオリ族との二文化主義を推し進めてきたが、
今日においてはオー クラ ンドなどの都市部を中心に多文
化 ・ 多民族化が急速に進んでおり、 従来以上に貧富の差
が激しく なっていることも報告されている (Blaik1ock et 
al., 2002)。 つまり、 就学に際しては、 子どものみなら
ず家族を内包させてた就学支援が求められ、 それゆえ、
ニュージーランドでは関係者間の良好な関係構築や継続
的なコミ ュニケーショ ンの形成が就学システムの質を充
実させるうえで重視されている。
日本とニュージーラ ンドの就学システムの流れを比較
すれば、 開始時期において異なりが見られる。 日本の場
合、文部科学省が参考例として示している就学手続きの
流れによれば (文部科学省, 2011) 、 就学の約5 か月前
を目途に学齢簿が作成され、 それ以降、 就学に向けた動
きが本格的に開始する。 一方、 ニュージーランドでは、
就学の 1 年前には就学に向けた動きが開始していた。 ま
た、 就学先の決定においても、 日本では約2 か月前に決
定するのに対し、 ニュージーラ ンドでは約6 か月前に決
定となっており、 全体に亘つて日本よりも長期間の就学
システムが構築されていることが示された。 もちろん、
集団就学を採用する日本と、 個別就学を伝統的に採用し
続けてきたニュージーランドでは、 行政側の事務手続き
の仕組みや、 就学人数の違いなどから流れについての単
純比較はできないものの、 就学先の選択方法という点で
ニュージーランドの仕組みは非常に示唆的であると言え
ニュージーラ ンドの就学システムに関する研究
よう。 近年、日本でも市町村の判断で 「学校選択制」 が
採られている地域も増えているが、 一般的には、 教育委
員会が各小学校に通学域を設定し、 これに基づいて就学
すべき学校が指定されている。 背景には、特定の小学校
に就学が偏ることや、 地域とのつながりが薄れることが
課題にある。 日本で見られる学校選択の課題に対してニュー
ジーラ ンドでは、 選択における優先順位を明確にしてい
ること、 さらに、日本では市町村教育委員会と保護者等
との協議を中心に進められるのに対し、 ニュージーラ ン
ドでは保育関係者や小学校関係者も協議に参加しており、
多方面からの意見が内包されながら決定に至っているこ
とが示された。
今日のニュージーラ ンドにおける就学システムの移行
過程を概観すれば、 地域が有する自主性や自立性を尊重
する形で進められており、 教育大臣が示した提案に対し
ても広く地域の意見を収集し反映させよう とする姿勢が
う かがえる。 つまり、 「ナショナル ・ ミ ニマムの達成か
らローカル・ オプテイマムの実現へ」 という言葉が当て
はまるだろう。 これに伴い地域住民にとっては 「地域の
学校」 「私たちの学校」 という意識の醸成はもとより、
地域のニーズに応じた最適な決定が可能になることが想
定される。 また2017年11月に示された教育大臣からの新
システム案の背景には、 少なからず担当政権の交代が関
係しているものと考える。 ニュージーランドでは2017年
9 月の総選挙で9 年ぶりに労働党が政権を奪回している。 
政権交代に伴う急な政策転換はニュージーランドの国政
でもたびたび見られた光景であり、 この点を踏まえれば、
教育大臣からの早急とも言える提案も納得できる。 個別
就学から集団就学へと移行を迎えつつあるニュージーラ
ンドが今後いかなる決定をく だすのか。 引き続き注目し
たい。 
注
1 ) 義務教育の開始年ではなく公的に小学校への所属が
認められている年齢。 所属形態については各国で異な
りがある。
2 ) 例えば、 『七木田敦、 ジユデイス ・ ダンカ ン(編)
2015 「子育て先進国」 ニュージーランドの保育一歴
史と文化が紡ぐ家族支援と幼児教育 福村出版』 等が
挙げられる。
3 ) Sarah To Oneに対して2012年 9 月11 日に行った聞
き取り調査より。
4 ) 19世紀後半、 ニュージーランドでは5 ・6歳児の呼
称としてInfant を用いていた。
5 ) 2014年 9 月 4 日にニュージーランドのクライストチヤー
チ市にあ るRowley Avenue School の校長 James
Gribbs氏に対して行ったイ ンタ ビューより。
6 ) 2014年 3 月28日にニュージーランドのパーマスト ン
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ノ ース市にあるRussell School の校長 Sese Annandale
氏に対して行ったイ ンタ ビューより。
7 ) 通常の学校の中には特別学級 (special unit) を設置
している学校もあり、 通常学級と特別学級どちらに在
籍するかは、 学校内の運営委員会によって決められる。 
8 ) 地域によってはNEC を Year1 と して位置づけてい
る o
9 ) ニュージーランドでは4学期制が採られている。
10) 祝日などの関係で年度によって日時は前後する。
11) M inistry of Education (2018) Consultation on options 
for cohort entry for children aged five and over.
https://www.education.govt.nz/assets/Documents/M inistry/
Information-releases/Cabinet-Paper-Consultation-on-
options-for-cohort-entry-for-children-aged-five-and-over.
pdf (情報取得日 : 2018/04/04)
12) 2017年11月24日から27日にかけてウ'イクトリア大学
(ニュージーラ ンド) の教育学部副学部長であるSue
Cherrington氏に対して行ったイ ンタ ビューより。
13) I NZ ドル=約78円 (2018年4 月時点) 
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飯 野 祐 樹
【付記】
本研究の実施にあたり ご協力いただきました、 ニュー
ジーランドの方々に心より御礼申し上げます。 なお、 本
稿は、2016 ~ 2019年度日本学術振興会科学研究費 (若手
研究 (B)、 研究課題: 「アプローチ ・ カリキュラム」
を用いた幼保小の接続に関する研究、 課題番号: 16K 
17371) の助成を受け、 実施された研究の一部です。 
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